
































時 間： ２００９年７月２８日（火） １５：００－１７：００ 
場 所： 京都大学吉田校舎時計台２階国際交流ホール 
講 師： 楊偉民（中国・国家発展と改革委員会副秘書長） 
テーマ： 「世界的金融危機下における中国経済の回復」 
 















































日本における 1960 年から 1970 年代における環境問題・環境政策の特徴に関してまず第一に指摘し
なければならないことは、大規模で不可逆的な健康被害が生じたことである。1987 年 12 月時点で当時







策（Successful Environmental Policy）』にまとめられている 24 の環境政策の成功例の一つに、日本の
SOx 削減政策が取り上げられていることからも明らかである。J.Broadbent ミネソタ大学教授の詳細な


























害防止協定以外にも、東京都が 1968 年に公害防止条例を制定し、そこに盛り込まれた理念が 1970 年
の公害国会に反映されたと言われている。一般に、環境政策は上からつくられていくことが多いが、日
本のケースは、地方自治体での取り組みが国の環境政策を動かしていったという意味で、国際的にも




















   中小企業家同友会上海倶楽部代表 

















今回も①、②は実地検証済み、③～⑪は未検証で情報のみ。  ※暴動評価基準は文末に掲示。 
 
















      
≪ ７／１７の同上現場 ≫      ≪ ７／１７の同上現場 ≫       ≪ ７／１７の同上現場 ≫ 
 













②６／１９、２０ 湖北省石首市 警察の不審死捜査に憤慨し暴動  暴動レベル２。 







≪ ６／２０ ホテル前に集結した石首市の民衆 ≫  ≪ ６／２０ 炎上するホテルの玄関前 ≫ 
 
 
 ≪ 野次馬が集結した東岳山路：７／１５撮影 ≫             ≪ ７／１５時点 修復中のホテル ≫ 
 
























































少なくとも２人が重傷を負う。                                   ≪ 「３６１度」小売店≫ 
                                                           
・労働時間が長くなったのに給与が２／３に減ったため、労働者が抗議。公司側は臨時手当３００元を支払い収
拾。 
                                                     






























暴動レベル０ ： 抗議行動のみ 破壊なし 
暴動レベル１ ： 破壊活動を含む抗議行動 １００人以下（野次馬を除く） 破壊対象は政府関係のみ 
暴動レベル２ ： 破壊活動を含む抗議行動 １００人以上（野次馬を除く） 破壊対象は政府関係のみ  
暴動レベル３ ： 破壊活動を含む抗議行動 一般商店への略奪暴行を含む   
暴動レベル４ ： 偶発的殺人を伴った破壊活動 
暴動レベル５ ： テロなど計画的殺人および大量破壊活動 
 



































































2005 年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006 年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007 年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008 年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
  1 月   21.2 7.1  194 26.5 27.6 ▲13.4 109.8 18.9 16.7 
 2 月  (15.4) 19.1 8.7 (24.3) 82 6.3 35.6 ▲38.0 38.3 17.4 15.7 
 3 月 10.6 17.8 21.5 8.3 27.3 131 30.3 24.9 ▲28.1 39.6 16.2 14.8 
 4 月  15.7 22.0 8.5 25.4 164 21.8 26.8 ▲16.7 52.7 16.9 14.7 
 5 月  16.0 21.6 7.7 25.4 198 28.2 40.7 ▲11.0 38.0 18.0 14.9 
 6 月 10.4 16.0 23.0 7.1 29.5 207 17.2 31.4 ▲27.2 14.6 17.3 14.1 
 7 月  14.7 23.3 6.3 29.2 252 26.7 33.7 ▲22.2 38.5 16.3 14.6 
 8 月  12.8 23.2 4.9 28.1 289 21.0 23.0 ▲39.5 39.7 15.9 14.3 
 9 月 9.9 11.4 23.2 4.6 29.0 294 21.4 21.2 ▲40.3 26.0 15.2 14.5 
10 月  8.2 22.0 4.0 24.4 353 19.0 15.4 ▲26.1 ▲0.8 15.0 14.6 
11 月  5.4 20.8 2.4 23.8 402 ▲2.2 ▲18.0 ▲38.3 ▲36.5 14.7 13.2 
12 月 9.0 5.7 19.0 1.2 22.3 390 ▲2.8 ▲21.3 ▲25.8 ▲5.7 17.8 15.9 
2009 年             
1 月    1.0  391 ▲17.5 ▲43.1 ▲48.7 ▲32.7 18.7 18.6 
2 月  （3.8） (15.2) ▲1.6 (26.5) 48 ▲25.7 ▲24.1 ▲13.0 ▲15.8 20.5 24.2 
3 月 6.1 8.3 14.7 ▲1.2 30.3 186 ▲17.1 ▲25.1 ▲30.4 ▲9.5 25.5 29.8 
4 月  7.3 14.8 ▲1.5 30.5 131 ▲22.6 ▲23.0 ▲33.6 ▲20.0 25.9 27.1 
5 月  8.9 15.2 ▲1.4 (32.9) 134 ▲22.4 ▲25.2 ▲32.0 ▲17.8 25.7 28.0 
6 月 7.9 10.7 15.0 ▲1.7 35.3 83 ▲21.4 ▲13.2   28.5  
 
注：1.①「実質 GDP 増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。 
2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、１月と 2 月の前年同月比は比較できない場合があるので注意 
されたい。また、(  )内の数字は 1 月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に
対応している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノ
の貿易である。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
